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日本労働弁護団 給特法改正案について考える院内学習会
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『内外教育』2025年4月1日号
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持ち帰り業務の時間数を含めると、小中いずれにおいても、時間外労働の時間数
の平均値が「過労死ライン」（1か月の残業時間が80時間以上）を超えている。

2022年度教員勤務実態調査の分析（持ち帰り業務の時間数を含む）
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2022年11月8日＠毎日新聞

残業代訴訟

○
私立校

残業代訴訟

残業代訴訟

×
公立校

残業代訴訟

2022年8月25日
＠教育新聞

本 日 の 資 料 ↓
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2025年3月17日＠朝日新聞 本日の資料↓
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書類送検
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児童⽣徒の滞在時間

教 員 の 定 時

始業時刻
8:15

終業時刻
16:45

始業時刻
8:15 (休憩

  45分)

終業時刻
16:45

授業等

教 員 の 定 時

(休憩
  45分)

授業等

児童⽣徒の滞在時間

時間管理が行き届いた
働き方

児童生徒の滞在時間＜教員の定時

時間管理が崩壊した
働き方

＠学校依存社会

教員の定時＜児童生徒の滞在時間
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週２日に減っていた清掃を
週５日に戻すと・・・

▼追加的に発生するコストの計算例
・教員1人あたり15分×40人×3日＝30時間
→ 1か月（4週）で120時間、 1年（40週）で1200時間
→ 割増賃金2割5分が生じるので、1年で1500時間
→ 時給を2000円とすると、1年で300万円のコスト増
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【内田良の 学校カエルちゃんねる 2025年4月8日】

▼2019年度答申
「３年後を目途に勤務実態の調査を行う」

▼ 2024年度答申
勤務実態調査の予定記されず

本日の資料↓

10


